
枝番号

14 分野 4
政策
番号 2

施策
番号 1

事業
コード 4

(1)

(2)

（3）

活動指標名（式）

(1) (1)

(2) (2)

人

校

回

人

千円

（内）投資的経費等　 　⑥ 千円

　　（内）委託費　　　　　⑦ 千円

人 3.80 0.10 2.80 0.00 3.08 0.00 2.70 0.00

 常勤職員分(超勤分含む)  ⑨ 千円

　　　非常勤職員分 　　⑩ 千円

千円

円

　　受益者負担分　  　 ⑬ 千円

  国・都等からの支出金⑭ 千円

特定財源計⑬+⑭        　⑮ 千円

差引：一般財源⑪-⑮　⑯ 千円

％

単位

人

校

回

校

学校サポーター ： 地域の人々が自らの知識、経験、技能を生かし、学校の求めに応じて授業等を支える。学校
教育コーディネーター：学校サポーターや団体、企業等と連携した活動を企画・提案するなど学校と地域の架け
橋としての役割を担う。土曜日学校・放課後子ども教室 ： 土曜日や放課後の学校を舞台に、子どもたちが地域の
中で広くさまざまなことに挑戦・体験できるよう、保護者や学校等の意見をもとに学習やスポーツの機会を提供す
る事業。ＰＴＡ活動の推進 ： 小・中学校ＰＴＡ連合会への助成金の支出等によるＰＴＡに対する支援事業。

59

昨年度
整理番号

713・714・779・807

活動内容　（事務事業の内容、やり方、手順）

教育委員会事務局教育改革推進課 コード

学校サポーター：学校を支援する個人、近隣大学等学生、団体等
土曜日学校・放課後子ども教室：小・中学生
ＰＴＡ活動の推進：ＰＴＡ会員、小・中学校ＰＴＡ連合会

事業の種類

対象

学校サポーターの充実

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）

土曜日学校の充実

学校の支援 20年度予算コード 005

上位施策名 学校運営への参画

学校支援係

No

その他

内　　　容

学校教育コーディネーターの充実

土曜日学校・放課後子ども教室の市場化

71,324

92,364

0

整理番号

連絡先
電話番号

単位あたりコスト(⑪-⑥)÷① 　⑫

　職員数 (常勤｜非常勤)　 　⑧

　　　　　　事業費　　　　　　　　⑤

　 受益者負担比率⑬÷⑪　　⑰

財
源

　　総事業費⑤+⑨+⑩         ⑪

区分

指
標

平成20年度　杉並区事務事業評価表

事業開始年度 年度

1646

評価対象事務事業名

担当部課名

559

係名

1,295

　　　　　活動指標（2）　　　　　②

　　　　　成果指標（2）　　　　　④

　　　　　活動指標（1）　　　　　①

単位
実績

18年度

600700

10,050

目標値に対
する19年度
の達成率％

19年度

計画 実績

目標値

1,200

20年度
計画

1,200

0.0

19年度の主な取組み

総
事
業
費
・
コ
ス
ト
把
握

0

57,653

0

人
件
費

92,364

32,257

283

34,428

20,740

100,637

0.0

0

0

0

28,151

0

0

0

124,426

0

124,426

0

25,592

34,049

94,584

0

13,651

64.3750

8,627 85.8

550

1,064

11

10,050

128,139

0.0

5

98,834

482

72,486

0.0

100,637

0

15

特記事項
（指標、事業費等の
  変化の理由など）

事業費（千円）

0

103,688

15,864

0

103,461

0

68,950

11

10,050

550

73.315

8,513

18,871

53 15,056

14,1826,642

42

規模

学校サポーター登録者数 学校サポーター活動回数

放課後子ども教室実施校数 放課後子ども教室１校１日あたりの参加人数

88.7

22年度

1,200

事
務
事
業
の
概
要

　　　　　成果指標（1）　　　　　③

学校サポーター ： 学校支援者の力を活用し、教育の質の向上を図る。
土曜日学校・放課後子ども教室 ： 土曜日や放課後の学校を舞台に、子どもたちが地域の中で広くさまざまな
ことに挑戦・体験する場を提供し、子どもの居場所の確保を図る。
ＰＴＡ活動の推進 ： ＰＴＡ活動の円滑な運営を図る。ピーポくん１１０番は、地域で子どもたちを危険から守る体
制を作り、防犯上の意識向上、地域の安全の確保を図る。

放課後子ども教室実施要綱

杉並区学校サポーター及び学校教育コーディネーター事業実施要綱

事業の目標　（対象をどのような状態にしたいのか）

根拠法令等

土曜日学校実施要綱

成果指標名（式）　※（代）＝適当な指標がない場合の代替指標

24,678

0

128,139

106,783

0

0

平成１８年度までは、学校サポーターの中に、
部活動の外部指導員が含まれていたが、平成１
９年度より外部指導員が中学校部活動支援事
業に含まれたため、学校サポーターの計画・実
績共に外部指導員の分だけ減となった。

個人 世帯 団体 その他

実施計画事業

新規 一部新規

臨時・単年度 内部管理

昭和 平成 実施計画事業

行革計画事業 協働計画事業



平成20年度　杉並区事務事業評価表 整理
番号 559 枝番号  

成果： コスト：

（1）21年度予算見積の方向性2
1
年
度
方
針

（2）理　由

平成２２年（学校支援本部への移行）までには、予算増を想定せず、各事業予算を元に学校支援本部が活動を広げること
を期待する。

19年度予算執行状況
（節減努力・未達理由等）

（3）受益者負担の見直し余地は

活動指標（1）の
19年度達成率％

88.7

理由または具体的内容：区立小・中学校の全児童・生徒が対象の事業
であり、受益者負担の見直し余地はない。

（4）コストを下げる余地はあるか 理由または具体的内容：事業費のほとんどは、ボランティアへの実費弁償及び事業
費であるため。今後、学校支援本部へと移行するにあたり、これらの費用を各学校支
援本部へ配分し、効果的に使うことにより、学校への支援を充実する。

土曜日学校・放課後子ども教室の市場化。
地域教育連携推進事業委託が補助金の廃止により事業終了。
ＰＴＡ活動基礎セミナーを平成２０年度より市場化契約の中に含めて委託。
ＰＴＡのＩＴ活用モデル事業が事業終了。

学校教育コーディネーター定数１６名に対し、１名不足による執行残あり。
天候等による学校プール実施時間減及び夏季休業中学校プール実施日数減による執行残あり。
市場化提案による事業委託のうち、事業費の戻入のため執行残あり。

事
業
環
境
の
変
化

73.3

今後の予測

事業開始当初から
現在までの変化

事業に対する住民の意見
（事業に対する期待
・要望・苦情など)

学校サポーター：年度の途中で予算額が不足すれば、無報酬の学校サポーターなどが発生してしまうことがある。

前年度の改革案の取り組み状況
（20年度予算を削減または増額してい
る場合、関連する新規事業がある場
合にはその概要も明記）

学校サポーター：各校固定の取組みが増え、新たな取組みを実施する際の予算に苦慮している。範囲内の予算に関
する考え方の整理が必要。土曜日学校：各校の実施メニューについて、当初から継続しているものが多く、参加児童・
生徒が減少している実施校には、新たな実施メニューなどを紹介し、児童・生徒が様々な体験、経験ができるような支
援が必要。ＰＴＡ活動の推進：保護者の負担が大きいなどの理由で、新たな組織・活動内容を模索する動きが見ら
れ、今後の方向や役割について、検討する時期が近づいている。

（2)①現在の事業費で成果を向上させることができるか 理由または具体的内容：

学校サポーター：教育課程内の学校サポーター活用は、これまでの学校教育コーディネーターの取組みと合わせ、学
校支援係本部への移行を期待する。土曜日学校・放課後子ども教室：両事業も教育課程外ではあるが学校支援本部
の自主的な事業として移行を期待する。ＰＴＡ活動の推進：役員の負担増から、ＰＴＡ活動の新たな方向と模索する動
きが見られ、今後の方向や役割について、検討する時期が近づいている。

（1）施策への貢献度は大きいか 理由：学校サポーターの充実、土曜日学校・放課後子ども教室の実施、ＰＴＡ活動の推進
は、「地域に開かれ、支えられる学校」、「地域の人たちから、子どもたちが豊かに学ぶ」と
いう２１世紀ビジョンに掲げられている目標を実現するための具体的手段であり、施策へ
の貢献度は大きい。

(2)協働等の相手

(3)協働等の形態

 協働等の今後のあり方：

（1）改革案の概要（いつまでに、どういうかたちに）　※事業のあり方点検欄を踏まえて記入

平成２２年度までに、全小・中学校での学校支援本部設置を支援する。平成２３年からは、各学校支援本部が、本部事業を
マネージメント、コーディネートできる状況にしていく必要があるため、人材養成や各種研修会の開催が不可欠である。
各学校支援本部では、学校サポーターなどの教育課程内の事業支援に合わせ、土曜日学校、放課後子ども教室など、教
育課程外事業支援の可能性を模索する時期となる。

今
後
の
事
業
の
あ
り
方

（
中
長
期

）

（2）改革案を実施するにあたっての阻害要因と克服方法

各学校支援本部に対する人材養成や各種研修の実施にあたっては、区教委が全国に先駆けて実施した学校教育コー
ディネーターに担当してもらい、各地域の事情に合わせた人材養成やコーディネーター経験を活かした研修講師、担当校
などの情報提供を任せることが可能である。

事
業
の
あ
り
方
点
検

　 ②成果向上のための方策 理由または具体的内容：現在行っている様々な学校支援活動を学校
支援本部へ移行し、学校が必要としていることを効果的に実施できる
体制を整える。

協働等による成果と課題（実現していない場合は具体的理由と今後の
方策）
今後、学校教育コーディネーター、学校サポーター、土曜日学校・放
課後子ども教室などの各事業について、地域側の受け入れが可能な
ものから学校支援本部事業への移行を支援する。

協
働
等
点
検

（1）協働等は実現しているか

活動指標（2）の
19年度達成率％

220.0 19年度予算
執行率％

貢献度　大（理由→）

ある程度できる（②↓）

ない（理由→）

ない（理由→）

その他（具体的内容→）

一部実現している（②へ↓）

ＮＰＯ・ボランティア・市民活動団体（③へ↓）

協働［事業協力］（具体的内容→）

増 現状維持 減

実施継続 推進 行政直轄

増 現状維持 減

大幅増 増 増減なし 減 大幅減 予算なし


